
令和７年度 総務部事業計画（案） 
 

１．基本方針 

  司法書士制度が誕生し、１５０年以上の時が経過した。司法書士は、「国民

に身近なくらしの中の法律家」として、国民の権利擁護と自由かつ公正な社会

の実現に向けて地道な努力を続けてきた。先輩方が築いてくださった司法書

士制度に感謝と敬意を示すとともに、より一層国民にとって有用な制度を構

築し、次の世代に引き繋ぐことが今を生きる我々の責務である。また、昨年４

月１日に相続登記の申請が義務化され、そして本年４月２１日より所有権の

保存・移転などに関する登記申請の際に所有者の検索情報としてメールアド

レスなどの情報を申し出る制度も開始された。高齢化が進む現代社会におい

て、相続登記の申請は勿論、財産管理業務、裁判手続きなどに対する社会から

の需要が増えることが予想される。それらの手続きのプロフェッショナルで

ある我々司法書士の活躍の場が今後益々増えていくことになるであろう。当

然のことながら、それらの業務にプロとして適切に対応していくことが求め

られる。そこで、本年度は主に、以下の項目により力を注いでいく。 

 

（１）相続登記の申請義務化対応について 

  近年、司法書士の業務に関する法改正が続いている。令和２年８月に改正司

法書士法が施行され、司法書士の使命が明確化された。又、いわゆる所有者不

明土地問題への対応として、一昨年４月２７日に相続土地国庫帰属法が施行

され、そして、昨年４月１日より相続登記の申請義務化が施行された。これま

で「任意」であった相続登記の申請が「義務」となる極めて大きな歴史的な大

変革である。これにより国民が所有する不動産の権利の複雑化を防止し、また、

土地の利活用等が阻害されるなどの社会問題の解決に寄与することとなる。

そのためにも、今までの知見と経験を活用し新たな制度を担っていくことは

登記の専門家である我々司法書士の責務であり、執行部としても法務局や裁

判所などと更なる連携をはかり、最新の情報を可能な限り会員へ提供するな

ど全力で取り組んでいく。又、相続登記の申請義務化に伴い国民の相続登記へ

の関心が高まる中、相続に関連した民間事業者や他士業による様々なサービ

スが出現してきている。何ら制度的能力担保がされていない者が行う粗悪な

サービスの存在は、登記の安定性、信頼性を損なうだけでなく、法律専門家に

よる質の高いリーガルサービスを受ける機会を国民から奪うことになる。ま

た、こうした民間事業者等と不適切な連携をとる司法書士も全国的に散見さ

れる。こうした民間事業者等に対しては、事実確認を行うとともに、法令違反

のおそれを指摘し、会員に対しては、情報提供等を行うなど適時適切に対処す



る。 

 

（２）犯収法改正について 

  令和２年８月に施行された使命規定創設を含む改正司法書士法を契機とし

て、司法書士倫理が改正され、一昨年４月１日から、あらたに司法書士行為規

範として施行された。さらに昨年４月１日に改正犯罪収益移転防止法が施行

され、我々司法書士の業務としては本人確認について、これまでの本人特定事

項の確認に加え新たに取引目的等（取引を行う目的、職業・事業内容、実質的

支配者）の確認も行うことと変更された。より一層信頼される法律事務の専門

家として国民の期待に応えていくため、昨年度に引き続き今年度も万全を期

して対応していきたい。 

   

  以上を踏まえ、今年度も引き続き、会員が安心して業務を執行できる環境を

整えるとともに、より円滑な会務の執行の実現に向けて努力していく。 

 

２．事業項目 

（１）相続登記の申請義務化、犯罪収益移転防止法関連その他法改正への対応 

（２）司法書士行為規範への対応 

（３）相続登記促進事業・空き家問題への対応 

（４）会務運営の合理化・効率化に向けた検討及び推進 

（５）事務局執務の支援 

（６）オンライン登記申請の推進・民事裁判手続のＩＴ化への対応 

（７）司法書士業務に関する情報提供 

（８）財産管理業務における司法書士関与の推進 

（９）民事事件・家事事件における司法書士関与の推進 

（10）非司法書士への対応 

（11）苦情申立等への対応 

（12）会館の維持管理、修繕 

（13）各種規程等の見直し 

（14）その他総務部に属する事業 

 


